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エネルギー利用の現状
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世界の人口予測
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化石燃料(石油、石炭、天然ガス）が主体(フランスでも56％）



日本の輸入依存度は極めて高い
(82%、原子力を含めないと96%)
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原油は多量に安価に供給可能な中東からの
輸入依存度が再び高まっている。
理想や目標の実現が困難である例・教訓
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輸入価格も上昇(90年代の価格は円高もあり安かった。
今後は原価上昇と為替のダブルパンチの恐れもある）
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１次エネルギーの現状
まとめ

• エネルギー消費は産業・国民活動と深い関連(国民総生
産とよい相関）

• 途上国が発展の過程で今後ますます利用が増加。
• エネルギー資源確保は国家安全保障の重要な要素
• エネルギー資源確保で戦争、紛争にもなる
• 化石燃料(石油、石炭、天然ガス）が主体(フランスでも

56％）
• 日本の輸入依存度は極めて高い(82%、原子力を含めない

と96%)
• 原油は多量に安価に供給可能な中東からの輸入依存度

が再び高まっている。輸入価格も上昇(日本は価格上昇と
円安が重なるとダブルパンチを受ける。）
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シェールガス
非在来型天然ガス資源：頁岩層に存在、水圧破砕と水平坑井採掘技術で採掘可能に
天然ガス価格上昇により経済性獲得、米国、カナダ、ブラジル、ポーランド、中国などに資源
日本にはない。天然ガス価格が安くなる要因に。水が油臭くなる環境問題あり。
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電気エネルギー
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発電電力量(世界の平均）：火力発電が68%、原子力13.5%、水力15.5%、その他は2.8％
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欧州は送電網がつながっている。フランスの原子力の電気を独伊が輸入している 16



電気エネルギー
• 発電電力量(世界の平均）：火力発電が68%、原子力13.5%、水力

15.5%、その他はまだ2.8％
• 電力化率が増加中(情報機器、エアコン等の増加）
• 大量に貯蔵できない。負荷追従は揚水水力、火力などで行っている。

• 欧州等では送電網があり電力の売買・輸出入が行われている。（フラ
ンスの原子力の電気をスイスの揚水発電所に貯めてイタリアやドイツ
に）

• 日本は国外と送電線でつながっていない特殊な国、しかも東日本と西
日本で周波数が違うため融通できる電力量に制限がある

• 電力自由化の状況も国によって違う(発電、送電、配電）。欧州などで
はガス事業と電力事業の統合も進行中。

• 各種分散電源、２次電池、電気自動車、燃料電池、省エネ設備などの
普及の可能性、スマートグリッド。（多くは発電ではなく蓄電設備。）

• 発電は必要(蓄電のためにも）
• 発電技術の進歩は遅い。結局火力頼りに。温暖化問題は？
• 大都市の大電力需要を如何にまかなうかの課題。
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エネルギーと地球環境問題
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地球温暖化と気候変動？
2000 英国 記録的な洪水 史上最多降雨（1766年観測以来）

2003 欧州 記録的な熱波。3500人が死亡

2005 カナダ 歴史上最も暑い夏

ブラジル 60年間で最悪の干ばつ、アマゾン川水位が30年間で最低

米国 史上最大のハリケーン（カトリーナ）、1300人死亡

2006 アフリカの角 （50年間で最悪の）長期間の干ばつ

2009 アルゼンチン 北中部で記録的な熱波

2010 中国 1500人地滑りで死亡（北西部）

オーストラリア 50年間で最悪の洪水（北東部）

パキスタン 史上最大の洪水（2000万人が影響を受けた）

ロシア モスクワで熱波

2011 米国 南東部で何回か竜巻、数百人死亡
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世界のCO2 排出量

• 中国20％、米国20％、日本4％
• 1人当たり、米国18.38トン/人、日本9トン/人

中国5トン/人、インド1.25トン/人
• 中国やインドなどによる増加が予想される。

• なお京都議定書は世界の28％しかカバーし
ていない。
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日本のCO2 排出量

直接 最終利用先

• 電気事業 約32％
• 産業部門 約28％ 34％
• 運輸部門 約19％ 19％
• 家庭 5％ 14％
• 業務その他 19%
• エネルギー転換 ２％ 6％
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出典(スライド22‐28）:早稲田大学未来エネルギーシンポジウム2009年１１月
湯原哲夫教授(キャノングローバル研究所理事）の発表資料より
（内閣官房中期目標検討委員会への湯原委員提出資料）



「中期目標検討委員会」の分析結果の概要

現在の日本の目標
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「中期目標検討委員会」への湯原委員提出資料2009.4
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添付資料
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①削減コスト5000円/t‐CO2以下
の対策を積み上げ

②原子力発電を05年７０％から
20年９０％まで向上させる

③従来ＬＮＧ火力発電（汽力）
の半数を複合発電（MACC）
にリプレース

05年比▲5.7%（エネ起CO2）

○「長期需給見通し」の最大導入ケースに関する日本エネルギー経済研究所の分析結果を基に、初期投資、固定資
産税、金利負担、使用年数、燃料費節約効果を考慮し、対策毎にCO2の1トンあたりの削減コストを算出（詳細別紙）。

①のみ

05年比▲10.1％(エネ起CO2）

①、②を実現した場合

①、②、③を実現した場合

05年比▲9.4％（エネ起CO2）

３．具体的削減対策とその効果

（限界削減費用5000円以下を目安とした削減目標（試算））

CO2削減コスト

削減コストは割高（5000円以上）だが、

低炭素社会に向けた重要基幹製品。②、
③の一部が実行困難な場合に備え、補
助金、税優遇等の政策導入により低コ
スト化を図り、一定量の導入を図るべき。

赤字は便益が上回ることを示す。

実現可能性
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2005年比１５％削減
「中期目標検討委員会」の分析結果の概要
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エネルギーと地球環境問題
まとめ

福島事故前
• 国際的に表明した日本の目標は１９９０年比で２５％削減(２００５

年比で３０％削減）、温暖化対策基本法案を国会審議のため用意
した。

• 努力すれば達成可能な日本の削減目標は、２０２０年に２００５年
比で１０％削減目標（①削減コスト5000円/t‐CO2以下の対策を積
み上げ、②原子力発電稼働率を９０％に向上させ、③ＬＮＧ火力発
電の効率向上で）

• これらの目標は原子力の利用なくして達成困難。
これからどうする？
• 削減目標は①科学性、②公平性、③実現可能性で対処の必要
• 根拠のない数字は国の信用だけでなく、経済力も雇用も失う。(企

業の生産拠点の海外移転）
• 温暖化対策基本法をみなおし

• 「国際競争力向上」を至上命題に国を建てなおす。日本国民の内
向き指向、国際センス欠如に気が付いて努力する必要。

• 国も地方も企業も大学もすべての活動を「国際競争力向上」を共
通の視点とし、目標にする。内向きの仕組みも作り直す。 29



国際競争力向上とは？

グローバルな世界(土俵）で主役をとれること。
合理化・一元化(組織運営体制や規則）
競争的環境での切磋琢磨

１．開発や国内利用の成果を国際競争力向上に生かす。
新エネルギーの過去の研究開発：サンシャイン計画（1973年),ムーン
ライト計画、ニューサンシャイン計画(1993年）：石炭液化、地熱利用、
太陽光発電、水素エネルギーに重点；2000年に終了
例：太陽光発電や原子力発電の官民挙げた国際的売込み

２．国際標準で国内利用と開発を行う。失敗例：携帯の規格、今後の
例：電気自動車の規格

３．国際競争において有利になるように温暖化防止メカニズムや戦略
を考え実行する：例：日本の優れた省エネルギー技術を各国が使うと
日本の温暖化ガス削減量にも反映できる。
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原子力エネルギー
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経済性
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日本の発電コスト(kWh当たり）
49 円:  太陽光
10‐14 円: 風力
8‐13 円: 水力
7‐8 円: 火力(天然ガス）
5‐6 円: 原子力

日本の電源別供給量
62%: 火力
29%: 原子力
9%: 水力
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新エネルギーはまだ電力供給にほとんど寄与していない。大量に供給できるかは未定。
風力はたとえば農業や漁業の副業、太陽光は交通信号電源(蓄電器つき）など高コストを
カバーできる方策やニッチあるいは大規模停電対策で導入などで実用化をはかる方策。
目標はメーカが他の電源より安くなる価格で売り出せること(メーカがこれができると実用
化です。原子力もそうでした。）

新エネルギーを大量に供給する場合は蓄
電池をつけて安定供給する必要がある。コ
ストはアップする。

大量に供給できるようになった場合は差額
を他の電源で補うことは金額的に不可能。
正当な理由もない。

火力は温暖化ガス排出コスト、新エネも原
子力も特有のコストを含んで安価な必要。
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原子力発電技術の現状

日本は世界で最も進んだ原子力発電技術を保有
原子力発電所はもっとも巨大な工業製品の一つ
日本メーカはこれを納期どうり作ってきた
協力して仕事をする日本人に適した分野
国際展開を期待
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PWRの原子炉及び原子炉冷却設備

蒸気発生器

原子炉圧力容器
（ＰＷＲ）

原子炉格納容器燃料集合体

「三菱の原子力」より
http://www.mhi.co.jp/atom/hq/index.html

38



BWRの原子炉及び原子炉冷却設備

気水分離器

蒸気乾燥器

原子炉圧力容器
（ＡＢＷＲ）

原子炉内臓型冷却材再循環ポンプ

燃料集合体
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全交流電源喪失や炉心溶融事故を
設計に取り入れた新型軽水炉

ＡＰ１０００

欧州軽水炉など
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国際展開と海外市場
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日本原子炉メーカの国際展開
• 東芝がＷＨ（ウエスチングハウス）を買収

• 日立がＧＥ(ゼネラルエレクトリック)と合弁会社(日立・
ＧＥニュークリアーエナジー)設立

• 三菱重工業がＡＲＥＶＡと中型軽水炉や高速炉で提携

42

世界の原子力発電プラントメーカ
日米：東芝/ＷＨ、日立/ＧＥ、三菱重工業
欧州：ＡＲＥＶＡ
ロシア：ロスアトム（ＧＩＤＲＯＰＲＥＳ）
カナダ：ＡＥＣＬ
韓国：ＤＯＯＳＡＮ(斗山）重工業
中国：上海核工業公司 など

注：大型原子炉圧力容器部材の鍛造では日本製鋼所(室蘭）が世界シェア
の７割。



原子力発電所の新規建設
• 中国：国産のほかＡＰ１０００、ＥＰＲ，ＶＶＥＲ（ロシア）など建設中、建設計画多数、

そのうち輸出も(２，３年後？）、パキスタンには１０年前に国産炉２基輸出し運転中。
• インド：国産のほか米国、ロシア
• アラブ首長国連邦：韓国(建設準備中、安全審査中）
• ベトナム：１期計画：ロシア、２期計画入札準備中、ロシアと日本？
• トルコ：入札準備中日本?欧州?
• サウジアラビア：計画発表（福島事故後）
• 先進国は米国、フィンランド、フランス、韓国、英国、ベルギーなどで建設計画あり

• ドイツとイタリアは原子力再構築に向けて準備していたところ、福島の事故で逆の
結果になった。(イタリアは国の債務が巨大でユーロ危機）

• もう一つの脱原発国スエーデンは再生可能エネルギーの寄与割合が脱原発を決め
た時の条件を満たせず、脱原発は進んでいない。

• 米国は多数の建設計画が福島事故後も進行中。日本メーカが主導していた一部の
計画は、建設母体が売電会社のため投資リスクが増大したため建設中断・停止の
模様。

• フィンランドの原発建設は欧州の先頭を着々と進んでいる。廃棄物処分場もある。
(スエーデンは２０年前まで北欧の盟主だったが、フィンランド（産業ではノキアなど、
教育も素晴らしい、国が効率的に機能している。責任や担当が明快）と国の活力が
逆転したように見える。）
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中国の原子力発電

出典：永崎隆雄 中国原子力最新動向、日中科学技術交流協会 ２０１０年１２月８日44



東電福島事故の影響？
• 国内は少子高齢化の影響でエネルギー・電力需要が伸び悩むため、日本で

は原子力発電所の新規建設は多くないとの従来(事故前）からの予測だった。
• そのためもあり、これまで国内で仕事をしてきた日本の原子力メーカ(東芝、

日立、三菱重工）は海外展開を数年前から図ってきている。

• 海外の原子力新規建設計画は東電福島事故の影響はほとんどない。（中国、
ベトナム、インド、アラブ首長国連邦、フランス、サウジアラビアなど。）

• 米国オバマ大統領も原子力発電をエネルギー源の一つとして利用する方針
を表明

• 国内は大津波・大地震対策、事故の原因の反映などが必要で、特に新規建
設は遅延の可能性がある。

• 地球温暖化防止の観点では新エネルギー(太陽光、風力、バイオマス、地熱
など）の発電コスト、大量供給力への挑戦がはじまる。

• 地球温暖化防止(大幅な温暖化ガス放出削減）の日本の国際約束を果たすに
は両方とも必要(競合しない）。（新エネルギーも多量に利用されるようになる
と、残念ながら夢から覚めて、マイナス面の克服も同時に求められるようにな
る。多量の産業廃棄物、騒音・野生生物、食糧生産との競合、景観、鉱物汚
染水など。）

• 温暖化ガスを放出せず、安価に大量供給可能なことが実証されている唯一の
発電技術である原子力エネルギー利用の新展開が図られると期待。

• 国際競争の中で原子力事業を展開する必要性がより明らかになった。
45



原子力の役割と課題
• 国家安全保障の一環としてのエネルギー安全保障（海外のエネルギー資源へ

の依存の低減、米国は２５％以下の目標、日本の１次エネルギー源の海外依
存率は現在約８３％）

• 電力の安定・安価な供給：化石燃料価格の上昇の影響を受けず、温暖化ガス
を放出せず、多量の電気を安価に供給できる現在唯一の発電方式

• 地球環境保護、温暖化防止
• 加速器・放射線利用による健康で文化的生活(ユッケの食肉中毒は放射線照

射で防げます。米国ではハンバーガー中毒以来放射線照射が行われていま
す。）

• 科学技術を先導する役割：加速器・レーザー・核融合は電磁気・電源技術と量
子力学・相対論との融合で原子力分野で創出・発展しました。計算科学も原子
力で誕生し発展しました。

• 原子力発電所は人類が作るもっとも巨大な構築物：多くの分野の集大成、日本
はこれを納期どうり作ってきた：日本人がその能力を発揮している分野。

• 安全な原子力発電が世界的に求められている。人口の多い国(数千万人以上
の国）の経済発展（健康で文化的生活）のためにはエネルギーが必要。

• 変革期はチャンスでもある。世界標準の原子力発電プラントを日本が作る。
• 原子力による日本の国際競争力への貢献（２１世紀を日本が勝ち抜くために）
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既設原発を停止するほうがそこだけ見ると安全な
ようだが、

節電に伴う熱中症による死亡、暗闇による犯罪や
事故、交通事故の増加、

大規模停電（需要が供給を上回ると発生する、復
旧に長期間かかる）による医療活動の停止、老人
や幼児など弱者死亡増大の可能性等でリスクは
かえって増大する。

長期的に経済活動が停滞すると失業者増による
犯罪増加等も。

既設原発停止のリスク
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エネルギー供給の主役
• 長期的に変化してきた。最初は木材、（牛馬、水車、風車なども利用）。
• 化石燃料が200年以上主役、（1769年ワットの蒸気機関、蒸気ボイラーは

最初はよく爆発事故。約150年たって定着）

• 石炭、石油、天然ガスと主役が入れ替わりつつある。現在は天然ガスがよ
り増えつつある

• 日本では国内炭（戦前・戦後）、石油・輸入炭、天然ガスの順で主役が替わ
りつつある。

• 地球温暖化問題が新しいパラダイム。

• 長期的（数十年）な変化のなかで再生可能エネルギー・新エネルギーはど
のような役割を果たせるか。挑戦は以前から始まっている(サンシャイン計
画１９７３年開始）。

• 原子力は比較的新しい技術（50年）

• エネルギー技術は長期的視点で考える必要。技術面のみならず、国家安
全保障など政治面、国家基幹技術としての国際競争力など経済面等、多
様な視点と検討が必要。地球温暖化防止のパラダイムも。

• 原子力発電の可否をいま議論するのは適切ではない。放射線健康被害の
調査にも長期間かかる。

• 地球温暖化防止はどうするのか。
• 長期的には (温暖化防止コストも含めて）経済原理が支配する。グローバ

ルな時代に、国内視点の、結果的に国に頼る視点は不十分？
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まとめ
• 原子力発電の議論は事故の結果や影響がわかってから、頭を冷やしてから行うべ

き。今すぐ行う必要はない。再生可能エネルギー振興の検討と原子力の検討は別
にして行うべき。供給力も違う。

• エネルギー供給の主役は産業革命以来ずっと化石燃料。今後も急には変化しない。
変化できるとする根拠がない。化石燃料をめぐっては戦争にもなってきた(第２次大
戦、中東、アフリカなど）。

• エネルギー政策は多面的検討が必要。安定供給、安全保障、経済面、温暖化防止、
地政学、安全性、社会面など。情報を集めて、多面的に分析・研究・検討・立案し、
政策決定しないと取り返しのつかない失敗になる。議論だけではだめ。なんでも国
民感情におもねようとするのは無責任。個別の選択枝の国民投票的決定は、間接
民主主義にも反する。

• 既設原発は停止させた場合の２次リスクのほうが大きい。
• 電力不足、高価格電力(現在でも韓国の２倍）による企業の海外移転、日本経済の

停滞は、失業者増による犯罪増加を招き、危険を増大する。安心な国ではなくす選
択をするのか。（米国は多民族国家だから危ないのではありません、貧困層の犯罪
率が大きいのです。）

• エネルギー源をめぐっては、紛争の火種は日本周辺にもある。我々の子孫が将来
戦争・紛争をしなくてはいけなくなる可能性も否定できないことも考えてください。

• 東アジア地域は長期間大規模戦争・紛争がなかったのがこの地域の経済的発展の
原因です。
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ご清聴ありがとうございました
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